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一般財団法人広島県環境保全公社産業廃棄物等の処分に関する要領 
（制定 平成20年12月1日） 

（改正 平成21年2月26日） 

（改正 平成23年1月1日） 

（改正 平成24年1月31日) 

（改正 平成24年12月20日) 

（改正 平成25年3月28日） 

（改正 平成25年12月4日） 

（改正 平成26年4月1日） 

（改正 平成27年12月3日） 

（改正 平成28年3月2日） 

（改正 平成29年9月14日） 

（改正 平成30年3月13日） 

（改正 平成31年4月26日） 

（改正 令和2年2月12日） 

(改正 令和2年3月16日) 

(改正 令和4年3月28日) 

(改正 令和6年12月6日) 

 

 （総 則） 

第１条 この要領は、一般財団法人広島県環境保全公社産業廃棄物等の処分に関する規則（以下「規

則」という。）第10条に基づき、建設残土及び産業廃棄物（以下「産業廃棄物等」という。）処分

事業の運営に関し必要な事項を定める。 

（改正 平成25年3月28日/平成26年4月1日） 

 （処分の対象） 

第２条 処分することができる産業廃棄物等は別表の受入基準に適合するものとする。 

 

 （処分依頼の手続） 

第３条 規則第６条の処分依頼書の様式は、様式第１号とする。 

２ 前項の処分依頼書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）産業廃棄物等性状表           （様式第２号） 

（２）搬入計画書               （様式第３号） 

（３）運搬方法等届出書            （様式第４号） 

（４）分析証明書の写し（安定型廃棄物を除き、建設残土にあっては発生場所の土地履歴や搬入数

量等から公社が必要と判断した場合に限る。） 

公共機関又は計量法（平成４年法律第５１号）第１０７条に基づく登録を受けた者が、処分

を依頼しようとする産業廃棄物等の性状等について分析し、証明した書類であって、処分依頼

前３月以内に発行されたもの。ただし、ダイオキシン類については、６月以内に発行されたも

のに限る。 

（５）産業廃棄物処分業許可証の写し（依頼者が中間処理業者の場合に限る。） 

（６）産業廃棄物を運搬する者の産業廃棄物収集運搬業許可証の写し及び許可行政機関に運搬車両

番号の登録をした届出書等の写し（産業廃棄物の運搬を収集運搬業者に委託する場合に限る。） 

（７）運搬車両の自動車検査証の写し 

（改正 平成29年9月14日/平成31年4月26日） 

 （処分依頼の承諾） 

第４条 処分依頼があった場合には、様式第５号により、事前に承諾し、その後、規則第７条の産業

廃棄物等処分に関する委託契約を様式第６号により締結する。 
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２ 公社は、前項の契約を締結するに当り、必要があると認めるときは、現地調査及び産業廃棄物等

の見本の提出を求めることができる。 

（改正 平成26年4月1日/平成31年4月26日） 

（継続依頼の手続及び承諾） 

第４条の２ 処分依頼の承諾期間は１年（４月１日から翌年３月３１日まで）とし、引き続き処分を

希望する場合は、契約の継続の手続を行うものとする。 

２ 前項の手続は、第３条に示す方法により行わなければならない。 

３ 公社は、契約の継続を承諾するときは、依頼者に対し文書で通知するものとする。 

（処分依頼の変更手続） 

第４条の３ 処分依頼の内容に変更がある場合は、処分依頼書（様式第１号）の変更依頼を提出しな

ければならない。 

２ 前項の変更依頼には、変更の内容により必要な書類を添付しなければならない。 

３ ただし、運搬車両を追加する場合は、必要な書類を添付して運搬車両の追加登録届（様式第７号）

を提出しなければならない。 

（改正 平成31年4月26日） 

（産業廃棄物等の搬入） 

第５条 規則第７条の委託契約の締結後、産業廃棄物等を搬入するときは、搬入申込書（様式第８号）

及び公社が発行した搬入カード（様式第９号）を提出するものとする。 

２ 公社は、産業廃棄物等の受入れに当たっては、当該産業廃棄物等の内容が委託契約した産業廃棄

物等と一致していることを確認するものとする。 

３ 公社は、前項の規定による確認のため必要な範囲内で事情聴取をし、又は抜取検査をすることが

できるものとする。 

４ 公社は、産業廃棄物等を受入れたときは、受入書（様式第１０号）を交付するものとする。 

（改正 平成26年4月1日/平成31年4月26日） 

 （処分量の算定） 

第６条 廃棄物等の処分量は、公社の計量機により運搬車両の総重量及び空車重量を計測し、次の計

算式により算定するものとする。 

  処分量＝総重量－空車重量 

２ 処分料金算定の基礎となる処分量は、前項の計算式に基づき廃棄物等の種類毎の処分量を月毎に

集計したものとする。 

（改正 平成28年3月2日/令和6年12月6日） 

（処分料の支払い） 

第７条 月毎の処分料は、前条第２項の処分量に規則第９条第１項の処分料を乗じて得た金額とする。 

２ 公社は毎月１０日までに前月分の処分料を排出事業者に通知し、排出事業者は当月２５日（金融

機関の休業日のときは、その翌営業日）までに支払うものとする。 

ただし、自動口座振替利用の場合は、当月２７日（金融機関の休業日のときは、その翌営業日）

に自動引落しするものとする。 

また、乙が必要と認める場合、車両１台毎に搬入の都度現金による支払いを甲に求めることがで

きる。この場合において、前条第２項の処分量の算定方法及びこの条の処分料の支払い方法は、甲

と乙が協議し別に定める。 

(改正 平成24年1月31日/平成26年4月1日/令和6年12月6日） 

（緊急時の措置） 

第８条 公社は、災害その他の不可抗力の事由のため公社の業務に支障が生じる場合は、搬入の停止
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等の緊急時の措置を取るものとする。 

２ 公社は、搬入の停止等の緊急時の措置については、産業廃棄物等を搬入しようとする者に情報提

供するものとする。 

ただし、緊急やむを得ない事由があるときは、この限りでない。 

（受入の停止及び拒否又は契約の解除等） 

第９条 公社は、産業廃棄物等を搬入しようとする者が、第４条の２第２項に掲げる書類を期限まで

に提出しないときは、契約継続の意思がないものとして、次年度の契約期間の延長をしないことが

できるものとする。 

２ 公社は、産業廃棄物等を搬入しようとする者が、次の各号のいずれかに該当するときは、廃棄物

等の受入れを一定期間停止若しくは受入拒否し、又は契約を解除することができるものとする。 

（１）契約に定める条項に違反したとき。 

（２）抜取検査及び展開検査の結果が、第２条に定める受入基準に適合しなかったとき。 

（３）処分事業の適正、安全かつ円滑な運営に関し、著しく不誠実であるとき。 

（４）差押、仮差押、仮処分、公売処分、租税滞納処分、その他公権力の処分を受け、又は整理、民

事再生手続き、会社更生手続きの開始、破産若しくは競売を申し立てられ、又は自ら、整理、民

事再生手続き、会社更生手続きの開始申立若しくは破産申立を行ったとき。 

（５）監督行政庁より営業停止又は営業免許の取消処分を受けたとき。 

（６）営業の廃止又は解散の決議をしたとき。 

（７）自ら振り出し、若しくは引き受けた手形又は小切手に付き不渡処分を受ける等、支払い停止状

態に至ったとき。 

（８）財産状況が悪化し、又はそのおそれがあると認められる相当の事由があるとき。 

３ 公社は、契約が解除された場合であっても、この契約に基づき引渡しを受けた廃棄物等の処分が

完了していないときは、産業廃棄物等を搬入しようとする者と協議のうえ、当該廃棄物等を適正に

処理しなければならない。 

（受入再開及び再契約） 

第１０条 前条の規定により廃棄物等の受入れを一定期間停止若しくは受入拒否し、又は契約を解除

した場合には、受入れの一定期間停止若しくは拒否、又は契約の解除に至った事由が解消され、再

度同様の事由に至らないことが明らかにされた場合に限って、受入れの再開若しくは受入拒否の解

除、又は再契約をすることができるものとする。この場合において、再開又は再契約の際、乙は甲

に対し一定の条件を付すことができる。 
(改正 平成24年1月31日) 

附 則 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、第３条（処分の手続）及び第４条（処分

の承諾手続）の規定は、平成２１年度分の手続きから適用する。 

 

附 則 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、別記様式第４号｢産業廃棄物等処分に関

する委託契約書｣の公社住所の変更は平成２１年３月１日から、また第３条（処分の手続）及び第４

条（処分の承諾手続）の規定は平成２１年度分の手続きから適用する。 

 

附 則 

この要領は、平成２３年１月１日から施行する。 

ただし、第４条の２（年度更新依頼の手続）及び第４条の３（処分依頼の変更手続）の規定は、平
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成２３年度分の手続から適用する。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年１月３１日から施行し、平成２４年４月１日より適用する。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年１２月２０日から施行し、平成２５年度分の手続きから適用する。 

 

附 則 

この要領は、一般財団法人広島県環境保全公社の設立登記の日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年３月１３日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和７年２月１日から施行する。 
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別表（第２条関係） 

 

 １ 産業廃棄物等の種類別に次の基準に適合していること。 

区 分 種 類 受  入  基  準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設残土  土砂等 

1．シルト分、粘土分の混入率が重量比15％以下及び水分を多量

に含まないこと。 

2．樹木の根等異物が除去されていること。 

3．最大径が30cm以下であること。 

4．廃棄物が付着していないこと。 

5．汚染された土砂等でないこと。 

 産業 

 廃棄物 

 汚泥 

1．有害物質が判定基準以下のものであること。 

2．水銀含有量が15mg/kg以下であること。 

3．含水率が85％以下に脱水されていること。 

4．Ｎ－ヘキサン抽出物質（油分）が、１％以下であること。 

5．無機性のものであること。 

6．悪臭を発散しないものであること。 

 鉱さい 

1．有害物質が判定基準以下のものであること。 

2．水銀含有量が15mg/kg以下であること。 

3．最大径が30cm以下であること。 

4．火気を帯びていないこと。 

5．飛散防止の措置が講じてあること。 

 燃え殻 

1．有害物質が判定基準以下のものであること。 

2．水銀含有量が15mg/kg以下であること。 

3．熱しゃく減量10％以下であること。 

4．火気を帯びていないこと。 

5．飛散防止の措置が講じてあること。 

 ばいじん 

1．有害物質が判定基準以下のものであること。 

2．水銀含有量が15mg/kg以下であること。 

3．大気中に飛散しないよう梱包する等必要な措置が講じてある

こと。 

ガラスくず、コンクリート 

くず（工作物の新築、改築又

は除去に伴って生じたものを

除く。）及び陶磁器くず（廃

石膏ボードを除く。） 

1．中空の状態でないこと。 

2．最大径が30cm以下であること。 

3．安定型廃棄物以外の廃棄物が付着していないこと。 

4．アスベスト含有量が0.1重量％以下のものであること。 

 がれき類 

1．中空の状態でないこと。 

2．最大径が30cm以下であること。 

3．可燃物を除去してあること。 

4．安定型廃棄物以外の廃棄物が付着していないこと。 

5．アスベスト含有量が0.1重量％以下のものであること。 

２ 次に掲げるいずれかのものが付着し又は封入されていないこと。 
(1) 毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第２条に規定する毒物、劇物及び特定毒物 
(2) 農薬取締法（昭和23年法律第82号）第２条に規定する農薬 

３ 環境保全、埋立作業上に支障がないこと。 
  フレコンバッグ詰め廃棄物については次の基準に適合していること。 

項目 内容 

荷降ろし作業主体及び

方法 

・フレコンバッグの荷降ろし時に、搬入車両の運転手等が玉掛を行うこと

（出島処分場に限る） 

フレコンバッグの性状

等 

・劣化や破損がなく、安全な積下し作業に支障を生じない性状であること 

・重量は耐荷重以下とすること 
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 備考 
１ 「汚染された土砂等」とは、土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29号）第31条に基づく
溶出量基準及び含有量基準並びに土壌の汚染に係る環境基準（平成３年環境庁告示第46号及び平成11
年環境庁告示第68号）（出島処分場にあっては、これに加え水底土砂の判定基準（昭和48年総理府令
第６号））に適合しないものをいう。 

２ 「有害物質が判定基準以下のもの」とは、「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」
（昭和48年総理府令第５号）に定める判定基準以下のものをいう。 

３ 水銀含有量の調査方法は「底質調査方法（平成24年環水大水発第120725002号環境省水・大気環境局
長通知）」による。 
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【様式第1号】　　　　　　　　　　処　 分 　依　 頼 　書

一般財団法人広島県環境保全公社理事長　様

次のとおり，産業廃棄物等の処分を依頼します。

□　新規 □　継続 □　変更 搬入処分場 　　処分場

ﾌﾘｶﾞﾅ

名　称

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏　名 ㊞

（法人にあっては,代表者の職・氏名を記載し,代表者印を押印してください。)

ﾌﾘｶﾞﾅ

住　所

電話 ＦＡＸ

名称 (業種）

（従業員数）

電話 ＦＡＸ 　人

産業廃棄物等担当者職・氏名

電話

ＦＡＸ

Ｅメール

～

種　　類 ガラスくず 陶磁器くず コンクリートくず がれき類 建設残土

数量(ｔ)

種　　類 鉱さい 燃え殻 ばいじん 汚泥(建設系) 汚泥(その他) メッキ汚泥

数量(ｔ)

□無

□ 自社 □ 委託 □ 併用

□ □

添付書類 受付印

□産業廃棄物等性状表 □搬入計画書

□運搬方法届出書 □分析証明書の写し（安定型を除く）

□産業廃棄物処分業許可証の写し（中間処理業者の場合）

□産業廃棄物収集運搬業許可証の写し（自社運搬を除く）

□行政機関に車両の登録をした届出書の写し（自社運搬を除く）

□運搬する車両の自動車検査証の写し

空車重量計測方法 □最初の搬入時のみ計測（年１回） □搬入の都度計測（毎回）

運搬方法

支払方法
自動口座振替

（預金口座から引落）
請求書

（金融機関での振込）

搬入期間 令和　 年 　月 　日 令和 　年　 月　 日

緊急時連絡先

搬
入
廃
棄
物
等

排出過程等の変更の有無 □有（廃棄物性状表（様式第２号）のとおり）

令和　　年　　月　　日

申請区分

排
出
事
業
者

排
出
事
業
場

所在地

 

様式第１号（第３条、第４条の３関係） 
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排出事業者

産業廃棄物
の  種  類

発 生 数 量 ｔ/年 □ 常時 □ 間欠( 　） □ 随時( 　）

形状（色調)

最  大  径 cm

含  水  率 ％

□ 有機溶剤系の含有の可能性 □ 農薬系の含有の可能性

□ ダイオキシン類の含有の可能性

□ その他（ ）

搬 入 形 態  □バラ　□透明袋　□シート掛け　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　））

廃棄物特性 　品質のばらつき　（有・無）　，　経時変化　（有・無）　

□ 水質汚濁物質 □ 飛散性 □ 臭気刺激性

□ 酸化性 □ 腐食性 □ 重合反応性

□ 自然発火性 □ 有害物質生成 □ 毒性（急性）

□ 毒性（遅発性又は慢性） □ 混合危険性

□ 付着物　（ ）

□ その他留意する事項　（ ）

製造工程・廃
棄物の排出過
程の概要

備     考

熱しゃく減量

有 害 物 質
チ ェ ッ ク

【様式第２号】　　　　　　産 業 廃 棄 物 性 状 表

排出事業場

発 生 場 所

発 生 状 況

比       重

ｐＨ

様式第２号（第３条関係） 

 
産 業 廃 棄 物 等 性 状 表 

産業廃棄物等

の種類 

建設残土にあ

っては、発生

場所の土地履

歴等の状況及

び有害物質を

含む可能性の

有無について    

内に記載

する 

製造工程・廃

棄物等の排

出工程の概

要 

（建設残土の場合：以下に記載しきれない場合は別様としてください） 

○土地履歴等の状況【市街地（住宅地、商用地、工業用地）、農用地、山林、その他】（いずれかに○をする） 

 ⇒［具体的な土地利用状況：               ］（住宅、畑、化学工場、ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞなど） 

 ⇒上記土地履歴等から□汚染の可能性がないため 分析証明書の提出は必要ない（いずれかに☑をする） 

           □汚染の可能性があるため 分析証明書を提出します 
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廃棄物
等の
種類

　月
そ
の
他

メ
ッ

キ

４月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

５月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

６月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

７月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

８月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

９月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

１０月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

１１月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

１２月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

１月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

２月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

３月

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

計

ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

建
設
残
土

計

【様式第３号】                   搬　入　計　画　書

排出事業者 排出事業場

汚泥
(非建設系)ば

い
じ
ん

汚
泥

(

建
設
系

)

ガ
ラ
ス
く
ず

陶
磁
器
く
ず

コ

ン

ク

リ
ー

ト

く

ず

が
れ
き
類

鉱
さ
い

燃
え
殻

 

様式第３号（第３条関係） 
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【様式第４号】　　　　　　　運　搬　方　法　等　届　出　書

排出事業場

1 2

〒 〒

番

号

最大積載量

(kg）

車両重量

(kg）

車両総重

量(kg）

番

号

最大積載量

(kg）

車両重量

(kg）

車両総重量

(kg）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

□ ６５９号線 □ 鷹野橋宇品線

□ 中広宇品線 □ 臨港道路宇品臨港線

　　(該当箇所に□をしてください。） □ 広島高速３号線

　３）運搬を委託する業者の車両を新規登録する場合,行政機関に車両の登録をした届出書の写し等を添付してくださ

　　い。

搬入経路（処分先が出島処分
場のみ記載してください。）

注１）運搬を委託する場合は，産業廃棄物収集運搬業許可証の写しを添付してください。

　２）新規に登録する車両については，自動車検査証の写しを添付してください。

連絡先 連絡先

自動車登録番号 自動車登録番号

所在地 所在地

許可番号 許可番号

運搬業者名称 名称

代表者職・氏名 代表者職・氏名

排出事業者

レ

様式第４号（第３条関係） 



- 191 - 

 

平成 年 月 日   

 

 

 

        様 

 

 

一般財団法人広島県環境保全公社 理事長                         

（〒730-0037 広島市中区中町 8-18） 

 

 

令和  年度産業廃棄物等の処分について（通知） 

 

 

 平成 年 月 日付で処分依頼のあったこのことについては、次のとおり承諾します。 

 ついては、契約を締結したいと思いますので、後日、送付する契約書に、御異存がなければ、押

印のうえ、１通返送をお願いします。なお、搬入カードについては、押印された契約書が返送され

ました後、お送りしますので、搬入時には必ず持参してください。 

 

 

排出事業場 
名   称   

所 在 地  

搬入承諾期間 令和  年 月 日～令和  年 3 月 31 日 

搬入承諾廃棄

物等の種類及

び単価 

種    類 処分単価(消費税及び地方消費税除く) 

 円/t   

 円/t   

 円/t   

留意事項 

１ 一般財団法人広島県環境保全公社産業廃棄物等の処分に関する規則・要

領、関係法令及び別紙｢搬入時の注意事項」を遵守してください。 

２ 廃棄物の種類・数量及び性状に変更がある場合は、事前に協議してくださ

い。  

 

 

様式第５号（第４条関係） 

令和 

令和 
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産業廃棄物等処分に関する委託基本契約書 

 

(排出事業者)       (以下「甲」という。)と、一般財団法人広島県環境保全公社(以下「乙」という。)は、 

甲の事業場            から排出される産業廃棄物等の処分に関して、次のとおり契約を締結する。 

 

（法令の遵守） 

第１条 甲及び乙は、処理業務の遂行に当たって廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他関係法令を遵守するもの

とする。 

２ 甲は、乙の定める一般財団法人広島県環境保全公社産業廃棄物等の処分に関する規則（以下「規則」という。）

及び一般財団法人広島県環境保全公社産業廃棄物等の処分に関する要領（以下「要領」という。また、「規則」と

「要領」をあわせて「規則等」という。）を遵守しなければならない。 

３ 乙は、前項の規則等に変更があったときは、速やかにその内容を甲に通知するものとする。 

（委託内容） 

第２条 乙の事業範囲は以下のとおりであり、乙はこの事業範囲を証するものとして、許可証の写しを甲に提出し、

本契約書に添付する。なお、許可事項に変更があったときは、乙は速やかにその旨を甲に書面をもって通知すると

ともに、変更後の許可証の写しを甲に提出し、本契約書に添付する。 

ただし、乙が自らのホームページに許可証の写しを提示した場合は、許可内容に変更があった旨を相手方に知ら

せることで替えることができる。  

 【処分に関する事業の範囲】 

許可都道府県・政令市：  福山市  

許 可 の 有 効 期 限          ：  平成37年３月31日  

事 業 区 分          ：  埋立  

産業廃棄物等の種類 ：燃え殻（判定基準に適合しないものを除く。）（水銀含有ばいじん等を除く。） 

汚泥（判定基準に適合しないものを除く。）（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品 

産業廃棄物及び水銀含有ばいじん等を除く。） 

ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたもの 

を除く。）及び陶磁器くず（廃ブラウン管、廃石膏ボード、廃容器包装及び自動車 

等破砕物を除く。）（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物を除く。） 

鉱さい（水銀含有ばいじん等を除く。） 

がれき類（石綿含有産業廃棄物を除く。） 

ばいじん（判定基準に適合しないものを除く。）（水銀含有ばいじん等を除く。） 

許 可 の 条 件          ： なし  

許 可 番 号          ： ０９１３１００４５５４  

２ 甲が乙に処分を委託する産業廃棄物の種類及び数量は、別に定める。 

３ 乙は、処分単価を別に定める。 

４ 乙は、甲から引渡しを受けた廃棄物等を次に掲げる産業廃棄物の処分場（以下「処分場」という。）において、

適正に処分するものとする。 

処理施設の種類 処理施設の所在地 処分方法 施設の処理能力 

管理型最終処分場 福山市箕沖町107-1 埋立 
埋立面積：119,302m2  

埋立容量：685,975m3 

 

（許可証の写し等の提出） 

第３条 甲が中間処理業者である場合は、甲の産業廃棄物処分業許可証の写しを乙に提出するものとする。 

２ 甲は、甲の排出する産業廃棄物（以下「廃棄物」という。）の運搬を収集運搬業者に委託する場合は、収集運搬

業者の許可証の写し及び収集運搬業者が監督行政庁に運搬車両番号の登録をした届出書等の写しを乙に提出する

ものとする。 

様式第６号（第４条関係）《箕島処分場の例》 
箕 島 
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３ 甲は、甲の排出する廃棄物等を処分場に搬入する車両について、あらかじめ乙による車両番号等の登録を受けな

ければならない。 

４ 甲及び乙は、許可事項（甲が運搬を委託する収集運搬業者を含む。）に変更があったときは、速やかに変更後の

許可証の写しを相手方に提出するものとする。なお、第２条第１項ただし書きは、本項の規定に準用する。 

５ 乙は、この契約に係る許可証の写し等を本契約書に添付するものとする。 

（処分量の算定） 

第４条 甲が処分場に搬入した廃棄物等の処分量は、乙の計量機により総重量及び空車重量を計測し、次の計算式に

より算定するものとする。 

 処分量＝総重量－空車重量 

２ 処分料金算定の基礎となる処分量は、前項の計算式に基づき廃棄物等の種類毎の処分量を月毎に集計したものと

する。 

（処分料金、消費税等の支払い） 

第５条 甲は、乙に対し毎月一定の期日を定めて処分に係る料金を支払う。 

⑴ 甲の委託する産業廃棄物の処分業務に関する処分料金は、第２条第３項にて定める単価及び第４条で算出さ

れる処分量に基づき算出する。ただし、消費税及び地方消費税を除く。 

⑵ 甲の委託する産業廃棄物の処分に係る料金についての消費税及び地方消費税は、甲の負担とする。 

⑶ 甲の委託する産業廃棄物の処分に係る広島県産業廃棄物埋立税は、甲の負担とする。 

２ 乙は、毎月10日までに、前月分の処分料金を甲に通知し、甲は、当月25日（金融機関の休業日のときは、その翌

営業日）までに支払わなければならない。 

ただし、自動口座振替利用の場合は、当月27日（金融機関の休業日のときは、その翌営業日）に自動引落しする

ものとする。 

また、乙が必要と認める場合、車両１台毎に搬入の都度現金による支払いを甲に求めることができる。この場合

における処分料金の支払い方法は、甲と乙が協議し別に定める。 

（甲の義務と責任） 

第６条 甲は、処分場に乙が承諾した廃棄物等以外のものを搬入してはならない。 

２ 甲は、第３条第３項の登録車両番号以外の車両で搬入を行なってはならない。また、運搬に際しては、車両１台

につき１種類の廃棄物等を積載するものとし、混載してはならない。ただし、乙の承諾を得た場合は、この限りで

ない。 

３ この契約の履行において、甲又は甲が運搬を委託した収集運搬業者が、乙又は第三者に損害を及ぼしたときは、

甲がその損害を賠償しなければならない。 

４ 甲は、委託する廃棄物等の処分に支障を生じさせるおそれのある物質が混入しないようにしなければならない。

万一混入したことにより、乙の業務に支障を生じ、又は生ずるおそれがある場合には、乙は廃棄物等の受入れを拒

否することができるほか、混入したことにより損害が生じたときは、甲にその損害額を請求できるものとする。 

５ 甲は、処分場への搬入に関しては、乙の指示に従わなければならない。 

６ 甲は、廃棄物等の運搬を収集運搬業者に委託するときは、甲の責任において厳正に監督し、この契約を遵守させ

なければならない。 

７ 甲は、乙が適正な処分を行うために実施する次に掲げる事項に協力しなければならない。 

⑴ 廃棄物等の保管状況等の状況把握のための事務所等への立入・検査等 

（中間処理業者にあっては、排出事業者、排出事業者別の処理量、中間処理方法等に関する情報を含む。） 

⑵ 廃棄物等の適正処分を行なうために必要な次に示す情報の提供 

① 形状、性状（成分、組成、臭気等）及び荷姿 

② 通常の保管状況下での化学反応や揮発等に伴って起こる性状変化の有無 

③ 他の廃棄物との混合等により生ずる危険性等の有無 
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④ その他取り扱う際に注意すべき事項 

⑶ 乙の処分場に搬入予定又は搬入された廃棄物の抜取検査、展開検査 

（乙の義務と責任） 

第７条 乙は、甲から委託された廃棄物等を処分場の受入から処分の完了まで、法令等に基づき適正に処理しなけれ

ばならない。この間に発生した事故については、甲の責めに帰すべき場合を除き、乙が責任を負う。 

２ 乙は、甲が搬入した廃棄物等を適正に処分した証として、甲に「受入書」を発行するとともに、甲が提出した「マ

ニフェスト」に所要の事項を記入し、引渡すものとする。 

３ 乙はやむを得ない事由があるときは、甲に説明等のうえ、搬入を一時停止することができる。この場合、乙は甲

にその事由を説明し、かつ甲への影響が最小限になるよう努めるものとする。 

（緊急時の措置） 

第８条 乙は、災害その他の不可抗力の事由のため乙の業務に支障が生じ、搬入の停止等の緊急時の措置をとらなけ

ればならない場合、速やかに甲に通知するものとする。ただし、緊急やむを得ない事由があるときは、この限りで

ない。 

（報告） 

第９条 甲は、この契約期間満了後も契約継続の意思があるときは、毎年２月末日までに、次年度の４月１日から翌

年の３月31日までの廃棄物等搬入計画を、乙に書面をもって提出するものとする。 

２ 乙が定める受入基準で、有害物質が判定基準以下のものであること（建設残土にあっては汚染された土壌でない

こと）とされている廃棄物等の埋立処分を乙に委託している場合にあっては、当該廃棄物等について、乙が指定し

た項目に係る公共機関又は計量法（平成４年法律第51号）第107条に基づく登録を受けた者が発行した分析証明書

の写し（ダイオキシン類以外の項目については３か月以内に発行されたもの、ダイオキシン類については６か月以

内に発行されたものに限る。）を前項の書面に添付し提出（建設残土にあっては、乙が必要と判断した場合に限る。）

するものとする。 

３ 甲は前項に定める廃棄物等（建設残土を除く。）の処分量が年度当初から起算して１千トン毎に前項の分析証明

書の写し（原則として、当該年度中において前回乙に分析証明書の写しを提出した日以降に分析されたもの）を乙

に提出しなければならない。ただし、乙の指示があった場合は、その頻度を減らすことができるものとする。 

４ 前２項の規定にもかかわらず、年度中に搬入される廃棄物等の性状が著しく変化したと乙が判断した場合には、

乙は甲に対して新たな分析証明書の写しの提出を求めることができる。 

（契約の解除等） 

第10条 乙は、甲が前条第１項の廃棄物等搬入計画を期限までに乙に提出しないときは、甲に契約継続の意思がない

ものとして、次年度の契約期間の延長をしないことができる。 

２ 甲及び乙は、相手方が反社会的勢力（暴力団等）である場合又は密接な関係がある場合には、相互に催告するこ

となく、この契約を解除することができる。 

３ 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当するときは、廃棄物等の受入れを一時停止、拒否し、又はこの契約を解除

することができる。 

⑴ この契約に定める条項に違反したとき。 

⑵ 「廃棄物受入停止等措置指針（平成24年１月27日制定）」の違反の内容に該当するとき。 

⑶ 第６条第７項第３号の抜取検査及び展開検査の結果が、要領第２条に定める受入基準に適合しなかったとき。 

⑷ 甲が処分事業の適正、安全かつ円滑な運営に関し、著しく不誠実であるとき。 

⑸ 甲が差押、仮差押、仮処分、公売処分、租税滞納処分、その他公権力の処分を受け、又は整理、民事再生手

続き、会社更生手続きの開始、破産若しくは競売を申し立てられ、又は自ら、整理、民事再生手続き、会社更

生手続きの開始申立若しくは破産申立を行ったとき。 

⑹ 甲が監督行政庁より営業停止又は営業免許の取消処分を受けたとき。 

⑺ 甲が営業の廃止又は解散の決議をしたとき。 
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⑻ 甲が自ら振り出し、若しくは引き受けた手形又は小切手に付き不渡処分を受ける等、支払い停止状態に至っ

たとき。 

⑼ その他甲の財産状況が悪化し、又はそのおそれがあると認められる相当の事由があるとき。 

４ 甲及び乙は、この契約が解除された場合であっても、この契約に基づき甲から引渡しを受けた廃棄物等の処分を

乙が完了していないときは、当該廃棄物等を甲乙協議して適正に処理しなければならない。 

（受入再開及び再契約） 

第11条 乙は、前条第３項第２号及び第３号の規定により廃棄物等の受入れを拒否し、又は契約を解除した場合には、

甲から受入れの拒否又は契約の解除に至った事由が解消され、及び再度同様の事由に至らないことが明らかにされ

た場合に限って、受入れの再開、又は再契約を実施するものとする。この場合において、再開又は再契約の際、乙

は甲に対し一定の条件を付すことができる。 

（内容の変更） 

第12条 甲は、契約した廃棄物等の種類、発生工程、性状及び予定処分量等を変更しようとするときは、乙の承認を

得なければならない。 

（契約書等の保存） 

第13条 甲及び乙は、この契約書及び契約書に添付される書面並びにマニフェストを契約の終了後５年間保存するも

のとする。 

（機密保持） 

第14条 甲及び乙は、この契約に関連して、業務上知り得た相手方の機密を第三者に漏らしてはならない。当該機密

を公表する必要が生じた場合には、相手方の文書による承諾を得なければならない。 

２ 乙は前項の規定にかかわらず、第６条第７項第３号の抜取検査結果が要領第２条に定める受入基準に適合しなか

ったため、第10条第３項の規定により廃棄物の受入れを拒否し、又はこの契約を解除した場合には、当該抜取検査

結果及び受入れ拒否等の実施について、甲の監督行政庁への報告をすることができる。 

また、第11条の規定により、受入れの再開又は再契約を実施する場合も同様とする。 

（疑義の解決） 

第15条 この契約に定める事項に疑義が生じた場合又はこの契約に定めのない事項で必要がある場合は、甲及び乙が

協議して定めるものとする。 

（契約期間） 

第16条 この契約は、有効期間を令和 年 月 日から令和 年 日までとする。 

ただし、第９条第１項に基づき申出があった場合には、同一条件で更新されたものとし、さらに１年（ただし、

この契約期間中に埋立が終了する場合は終了する日まで）延長するものとし、以降も同様とする。 

この契約の成立を証するために本書２通を作成し、甲乙は各々記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

甲                    ○印 

 

乙  広島市中区中町 8 番 18 号 

          一般財団法人広島県環境保全公社 

          理事長              ○印 
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令和　　年　　月　　日

搬入希望日の前日の１６時００分までにＦＡＸ、メール又は郵送してください。

（休日明けの営業日の搬入を希望する場合は，休日の前日の１６時００分までにお願いします。）

注：運搬の委託業者を追加する場合は，処分依頼書により変更の手続きをしてください。

送付先 一般財団法人広島県環境保全公社　事業課（〒730-0037　広島市中区中町8-18）

ＦＡＸ：（０８２）５４４－２３６２ メール：somu@khk-hiroshima.or.jp

□ 箕島処分場 □ 出島処分場

（　　　　）　　　　　－

□

□

追加 廃止

あ

　　この様式では追加登録できませんので，ご注意ください。

搬入処分場名

【様式第7号】　　　　　　　　　　　　運搬車両の追加・廃止届

　新たに運搬車両を追加する場合は，この様式に必要事項を記入し，添付書類と併せて

処 分 依 頼 者

車両総重量(kg） 備考

車両を追加登録する
排 出 事 業 場 名

（複数の排出事業所がある場合，二

段目と三段目に記入）

収集運搬業者

①自社

担 当 者 ・ 連 絡 先

②委託

　運搬業者名・連絡先（以下に記入）

8,000 100,000

自動車登録番号 最大積載量(kg） 車両重量(kg）

18,100 記載例

注４）車両数が多いため記入できない場合，｢別紙のとおり｣と記載し，別紙に必要事項を記載してください。

注５）車両追加に伴い廃止する車両があれば，併せて記載してください。

注１）運搬を委託する場合は，産業廃棄物収集運搬業許可証の写しを添付してください。

注２）新規に登録する車両については，自動車検査証の写しを添付してください。

注３）運搬を委託する業者の車両を新規登録する場合，行政機関に車両の登録をした届出書の写し等を添付して
　　　ください。

広島 100 〇〇〇〇

様式第７号（第４条関係） 
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年 月 日

バラ フレコン その他

上記のとおり搬入します。

一般財団法人　広島県環境保全公社

　 　管理事務所長　　様

※「搬入する廃棄物等」は，上記の廃棄物等の番号（①～⑫）を記載する。

本
日
の
運
搬

自社・委託（委託業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

自動車登録番号 運転手氏名

本日の計画延台数 延べ 台

一般廃棄物（⑨ 焼却灰　⑩ ばいじん処理物　⑪ ガラスくず等）⑫ 建設残土

搬入する

廃棄物等※ 台数

本日搬入予定
の廃棄物等

① 汚泥　②  燃え殻　③ 鉱さい　④ ばいじん

⑤ ガラスくず　⑥ 陶磁器くず　⑦ コンリートくず　⑧ がれき類

排出事業場
排出現場

排出場所

名称

TEL：

責任者

職名： 氏名：

排出事業者 名称・氏名

TEL： （　　）　-

処分場名 処分場

【様式第8号】　　　　　　　搬　入　申　込　書

搬入日： 令和

 

 

 

様式第８号（第５条関係） 
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様式第９号（第５条関係） 
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拠点：出島

現場名：○○工業△△工場 日付：2023/04/01

（単位：ｔ）

回数 品名 時刻 車両番号 総重量 空車重量 正味重量 運搬業者

上記の通り受け入れました

一般財団法人　広島県環境保全公社

受入書

 

 

様式第１０号（第５条関係） 


